60　議員６０
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　178,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費等
	178,000
	ガソリン代


ウ　調査結果

　　　　1/2で按分されているが、後援会事務所、自己使用も認められるので、391,321円の1/4の97,830円が適正であり、これを超える80,170円は目的外支出である。

　

(2)　広報費　　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


(3) 事務所費　484,400円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	400,000
	　

	電気代
	84,400
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　事務所は月額100,000円で賃借しており、その1/３で按分計上しており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ．　電気代は1/2に按分されており、不適切とは言えない。

　

(4)　事務費　851,300円　

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（携帯代）
	194,900
	　

	通信費（自宅事務所電話代）
	40,400
	　

	通信費(事務所電話代)
	207,200
	　

	電話リース代
	94,500
	　

	通信費（ＪＣＯＭ）
	30,800
	　

	ダスキンリース料
	30,800
	　

	コピー機リース料(カウント代含む)
	45,800
	　

	事務所備品代
	206,900
	　


ウ　調査結果

　　ｲ．　携帯電話代のうち秘書の分219,784円の1/2である109,892円の計上は目的外支出であり、議員分170,048円は1/4である42,512円を超える42,512円は目的外支出である。

　　ﾛ．　その他の事務費は、提出されている事務所経費のうち、どれが備品代に当るか明確ではないが、少なくとも薬代1,501円の1/2である75１円を超える750円が目外支出である。 

　(5)　人件費　3,110,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、講演会活動）
	2,257,500
	　

	事務員（政務調査活動、講演会活動）
	491,000
	　

	事務員(政務調査活動、講演会活動)
	361,500
	　


ウ　調査結果

　　　　３名を雇用しており、1/2に按分されているが、毎月の支払いを証する資料はなく、１年分まとめた領収証、数ヶ月分をまとめた領収証が提出されている。適正な処理とは言えないが、１人は同居家族ではなく、２人は第三者であり、支払い自体を否定するまでは至らない。なお、平成１９年度から事務所登録し、源泉徴収もされているとのことである。

(6)　小括

　調査研究費のうち80,170円、事務費のうち153,154円の合計233,324円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　　187,200円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費等
	187,200
	ガソリン代


ウ　調査結果

　　　　1/2で按分されているが、平成１６年度と同様378,277円の1/4の94,569円が適正であり、これを超える92,631円が目的外支出である。

　(2)　広報費　　83,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	83,000
	｢とくまる義也議会報告」印刷代


ウ　調査結果

　　　　広報紙は年３回ほど3,000～6,000部を発行しており、平成１７年４月号9,000枚の印刷費用159,300円の2/3を計上しており、適正な支出と認められる。

(3) 事務所費　413,000円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	400,000
	　

	電気代
	13,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様に按分されており、いずれも適正な支出と認められる。

(4) 事務費　1,050,400円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(携帯代)
	183,700
	　

	通信費(自宅事務所電話代)
	35,400
	　

	通信費（事務所電話代）
	185,800
	　

	電話リース代
	94,500
	　

	通信費(JCOM)
	30,800
	　

	ダスキンリース代
	28,300
	　

	コピー機リース料(カウント代含む)
	42,200
	　

	事務所備品代
	449,700
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　平成１６年度と同様携帯電話代のうち秘書分232,479円の1/2である116,239円の計上は目的外支出であり、議員分135,028円は1/4である33,757円を超える33,757円は目的外支出である。その余の通信費からリース料までは適正な支出と認められる。

ﾛ．　平成１６年度と同様に何を事務所備品代として計上しているのか詳細不明であり、年間12万円の限度で区切るべきではあるが、1/2で按分されていることもあり、のし袋168円の1/2の84円のみを目的外支出と認める。 

　(5)　人件費　3,250,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考


	事務員（政務調査活動、講演会活動）
	2,280,000
	　

	事務員（政務調査活動、講演会活動）
	659,600
	　

	事務員(政務調査活動、講演会活動)
	310,400
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様の支出であり、一応適正と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち92,631円、事務費のうち150,080円の242,711円が目的外支出である。

61　議員６１

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　1,416,478円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費
	131,460
	タクシー料金　９１件

	　　〃
	267,660
	有料道路通行料　２０８件

	　　〃
	28,550
	駐車料金　６７件

	　　〃
	371,295
	新幹線・電車回数カード　５６件

	　　〃
	447,213
	自動車整備費・ガソリン代・オイル費

	調査研究会費
	170,300
	年会費など


ウ　調査結果

　　　ｲ.　詳細不明の調査旅費427,670円は本件監査基準により12万円を超える307,670円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　新幹線・電車回数カード371,295円のうち、政策研究フォーラム、政経21の勉強会は、交通費の領収証が提出された131,600円の限度で適正と認め、その余の239,695円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　本件監査基準により自動車整備費244,505円は目的外支出である。その余のガソリン代202,708円は1/4の50,677円は適正であるが、152,031円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　年会費など170,300円のうち、祝金、パーティ参加費、祝賀会会費、懇談会会費、政党関係を除き、領収証により研究会と認められる97,500円は適正な支出であるが、その余の72,800円は目的外支出である。

　(2)　広報費　11,550円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政報告印刷代
	7,350
	広報紙印刷代

	　
	1,080
	府政ノート

	切手　５件
	3,120
	切手代（発送用）


ウ　調査結果

　　　　金額に照らし、いずれも適正な支出と認められる。

　

　(3)　事務所費　987,753円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（事務所建物）
	600,000
	　

	賃貸料（駐車場）
	300,000
	　

	電気代
	68,853
	　

	水道代
	18,900
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は当初妻名義で契約している平成11年3月25日付契約書が提出されたが、その提出された書類でも妻との貸借関係、支払状況が不明であり、600,000円全額が適正な支出とは認められない。

　　　ﾛ.　駐車場についても当初平成16年4月1日付の建物と同じ貸主名義による4月分の領収証が提出されたが、その後提出された書類でも妻との賃借関係が不明であるが、領収証は○○事務所宛となっているので、支出そのものは認められるので、1/2を超える150,000円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　電気代、水道代は金額に照らし、適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　306,519円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代１２ヶ月分）
　　
	49,512
	　

	　　〃　（　　〃　　）
　　
	206,491
	　

	コピー機、リース代
	25,305
	　

	文房具等
	25,211
	　

	
	
	


ウ　調査結果

　　　　金額に照らし、いずれも適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　3,080,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	2,360,000
	　

	事務員（政務調査活動）
	720,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員2名で1名は第三者、1名は妻であるとのことであり、それぞれの領収を証する給与袋が提出されたので、一応適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,016,701円、事務所費のうち750,000円の合計1,766,701円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　716,563円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費
	35,200
	駐車料金（８４件）

	　　〃
	81,630
	タクシー料金（５７件）

	　　〃
	140,093
	ガソリン・オイル代（３０件）

	　　〃
	84,500
	有料道路通行料（８９件）

	　　〃
	355,140
	新幹線など電車のカードキップ（６件）

	調査・研究会等
	20,000
	年会費等（２件）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン・オイル代については1/4を超える105,069円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　調査旅費のうち新幹線の領収証が提出された203,540円は適正な支出があると認められる。その余の352,930円は詳細不明であり、本件監査基準により120,000円を超える232,930円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　年会費等2件は、政策研究フォーラム関西支部常任役員研究会の参加費10,000円とＮＰＯ国際文化財調査研究所の会費10,000円であり、適正な支出と考えられる。

　(2)　広報費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(3)　事務所費　1,087,729円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（事務所建物）
	600,000
	　

	賃貸料（駐車場）
	300,000
	　

	電気代
	57,109
	　

	水道代
	18,900
	　

	修繕費
	111,720
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様賃貸料600,000円は全額目的外支出であり、駐車場は1/2を超える150,000円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　電気代、水道代は金額に照らし、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　修繕費は屋根の修繕費71,820円と鍵の付け替え代39,900円であり、屋根の修繕費は賃貸借契約書の内容に照らしても目的外支出である。

　

(4)　事務費　250,558円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代１２ヶ月分）
　　
	118,128
	　

	　　〃　（　　〃　　）
　　
	48,390
	　

	キャノンカートリッジ取替
	27,300
	　

	リコートナーキット
	26,775
	　

	文具など１６件一括
	29,965
	　


ウ　調査結果

　　　　金額に照らし、いずれも適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　3,080,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	2,360,000
	　

	事務員（政務調査活動）
	720,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様、適正な支出と認められる。

　

　(6)　小括　　　

　　　調査研究費のうち337,999円、事務所費のうち821,820円の合計1,159,819円が目的外支出である。

62　議員６２　

平成１６年度

　(1)　調査研究費　36,450円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	36,450
	神奈川県横浜市


ウ　調査結果

研修会出席の旅費であり、適正と認める。

　(2)　広報費　1,825,568円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費（３件）
	1,402,098
	印刷・折込代

	〃（３件）
	6,000
	道路使用許可

	〃
	223,367
	広報紙配布

	〃
	156,723
	印刷代

	〃
	37,380
	封筒印刷代


ウ　調査結果
いずれも、府政広報に関する費用であり、適正と認める。

　(3)　事務所費　1,463,820円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,207,560
	

	駐車料
	97,260
	

	光熱費
	159,000
	


ウ　調査結果

事務所は、後援会事務所を兼ねていないとの説明である。駐車料97,260円は、1/2の按分によるべきであり、48,630円は適正と認めるが、48,630円は目的外支出である。その余は適正な支出と認める。

　(4)　事務費　2,582,950円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	534,253
	

	リース料
	148,680
	

	郵便料・ハガキ代
	3,260
	

	パソコン
	254,030
	

	印刷機
	987,000
	

	パソコン周辺機器
	332,743
	

	カメラ・写真現像代等
	85,867
	

	事務用品
	225,957
	

	その他
	11,160
	


ウ　調査結果

後援会事務所を兼ねていないとの説明であるが、通信費534,253円は、携帯電話料金年額164,254円を含んでいる。この分は1/4の按分によるべきであり、123,190円は目的外支出である。リース料148,680円、郵便料・ハガキ代3,260円及びパソコン254,030円は適正と認める。印刷機987,000円は、金額等に照らし、資産の取得であり、必要性と相当性にも疑問があるうえ、政務調査のために通常必要な費用とはいえない。パソコン周辺機器332,743円及びカメラ・写真現像代等85,867円は、疑問はあるが、目的外支出とまではいえないと考える。事務用品225,957円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度の適正で認めるが、その余の105,957円は目的外支出である。

したがって、合計1,216,147円が目的外支出である。

　(5)　人件費　603,400円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　ア 
	335,000
	

	〃　  イ
	268,400
	


ウ　調査結果

通常は、妻・関係市議の協力で対応しており、常用労働者はおらず、政務調査の必要が有るときのみ臨時で来てもらい政務調査活動に専従してもらっているとの説明であり、按分はされていないが、金額等に照らし、不適正とまではいえない。

(6) 小括

事務所費のうち48,630円及び事務費のうち1,216,147円の合計1,264,777円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　240,470円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査旅費　１５件
	59,190
	

	管外調査旅費　 ７件等
	181,280
	


ウ　調査結果

管内調査旅費は、本件監査基準に照らし、適正な支出と認める。管外調査旅費は、千葉県市川市、東京都、神奈川県及び広島県への出張旅費（交通費等）であり、適正と認める。

　(2)　広報費　1,569,702円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　７件
	231,670
	紙代

	〃　３件
	670,842
	配布代

	〃　２件
	667,190
	印刷代


ウ　調査結果

平成１６年度と同様、適正と認める。

　(3)　事務所費　1,490,041円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,207,560
	

	駐車料
	97,260
	

	光熱費等 
	185,221
	


ウ　調査結果

駐車料97,260円は、1/2の按分によるべきであり、48,630円は適正と認めるが、48,630円は目的外支出である。その余は適正な支出と認める。

　(4)　事務費　1,431,706円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	490,491
	電話代・ファックス代

	リース料
	148,680
	コピー機１２か月

	郵便料
	63,380
	

	事務用品・日用品
	34,019
	

	写真現像代、カメラ、電池等
	197,638
	

	事務用品
	98,311
	コピー用紙・文具等

	タスキ・マグネット
	9,555
	

	パソコン
	256,410
	

	パソコン周辺機器
	115,577
	印刷機・インク・ＣＤ等

	荷物送料
	1,580
	

	コピー代等
	　　16,065
	


ウ　調査結果

通信費490,491円は、携帯電話料金年額176,488円を含んでいる。この分は1/4の按分によるべきであり、132,366円は目的外支出である。リース料148,680円及び郵便料63,380円は適正と認める。事務用品・日用品34,019円及び事務用品（コピー用紙・文具等）98,311円の合計132,330円は本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の12,330円は目的外支出である。タスキ・マグネットは、防犯対策の実地調査の備品であり、適正と認める。カメラ・写真現像代等197,638円は、高額な支出であり、疑問があるが、不適正とまではいえないと考える。パソコン256,410円は、平成１６年度にも購入しており、適切とはいえない。パソコン周辺機器115,577円も同様の疑問はあるが、購入品目が異なっており、不適切とまではいえないと考える。荷物送料1,580円及びコピー代等16,065円は特に不適切とは認められない。

したがって、合計401,106円が目的外使用である。

　(5)　人件費　1,454,500円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	376,200
	

	〃イ
	262,900
	

	〃ウ
	815,400
	


ウ　調査結果

　　平成１６年度と同様の説明であり、按分はされていないが、金額等に照らし、不適正とまではいえない。

(6) 小括

事務所費のうち48,630円及び事務費401,106円の合計449,736円が目的外支出である。

63　議員６３
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　195,200円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車場代
	1,800
	

	駐車場代
	14,000
	

	視察研修費用
	70,000
	民主党・無所属ネット

	視察研修費用
	109,400
	


ウ　調査結果

　　　　視察研修として、府議会の会派で欧州に行った際の個人負担金(70,000円と109,400円)と旅行期間中の空港での駐車料金(14,000円)及び往復の関空連絡橋通行料(1,800円)である。本件視察旅行は本件監査基準に照らして、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　666,646円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費
	215,956
	ガソリン代

	交通費
	57,600
	タクシー・駐車料金等

	送料
	21,900
	切手代

	送料
	239,680
	ハガキ代・発送料

	送料
	104,600
	郵便料金

	送料
	7,670
	郵便料金

	広報紙発経費
	18,900
	広報紙印刷代

	送料
	340
	冊子小包１通


ウ　調査結果

　　　　広報誌は、毎年2月と9月の議会が終了したときに、議会報告という形で発行している。後援会の記事は別に作成し発行しているので、広報誌には載せていない。ガソリン代は、本件監査基準に照らして1/4を超える161,967円を目的外支出と認める。その他は全て適正な支出と認める。

　(3)　事務所費　1,939,526円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	600,000
	

	駐車場
	420,000
	

	光熱費
	459,769
	                       

	○○企画　
	459,757
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は父親の建物を使用しているもので、契約書はあるものの、賃料の支払い方法は手渡しで通い帳に領収印をもらっており、銀行振込のような賃料の支払いを証する客観的なものがない。実際の賃料の支払いの事実を確認することができないため、目的外支出と認めざるをえない。駐車場は来客用を考え、5台分を借りており、適正な支出と認められる。○○企画は広報誌の印刷を頼んでいる企業で、広報誌の印刷代が間違って計上されているだけであり、適正な支出である。後援会事務所は隣りにあり、兼ねていないことから、光熱水費は全額適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　2,046,091円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費　携帯代
	119,661
	

	通信費　電話・ファックス
	99,904
	

	電話機リース料
	37,800
	

	コピー機リース料
	57,960
	

	自動車リース料
	448,560
	

	マットリース料
	60,165
	

	ﾕﾆﾏｯﾄｵﾌｨｽｺ　リース料
	63,000
	

	ＮＨＫ放送受信料
	13,320
	

	事務用品
	246,301
	

	切手代　・ハガキ代
	862,700
	

	灯油
	15,720
	

	宅急便代
	21,000   
	


ウ　調査結果

　　　　携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超えた89,745円は目的外支出と認める。自動車リース料は本件監査基準に照らし1/2を超える224,280円を目的外支出と認める。事務用品は本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超える126,301円は目的外支出と認める。その他の支出は適正な支出と認める。

　(5)　人件費　840,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	840,000
	　


ウ　調査結果

　　事務員2名の給与である。後援会事務所を兼ねていないことから全額適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 広報費のうち、161,967円、事務所費のうち、600,000円、事務費のうち、440,326円の合計1,202,293円が目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　373,285円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査交通費
	115,300
	駐車場代

	同上
	9,380
	タクシー代

	同上
	34,700
	ガソリン代

	同上
	150,000
	ＥＴＣ

	同上
	3,921
	高速通行料

	行政調査
	59,984
	視察代


ウ　調査結果

　　　　調査交通費として、一括計上されており、いつ、どこへ、何の目的で行った際の交通費か不明であるため、本件監査基準に照らし、駐車場代、タクシー代、ETC、高速通行料の合算額が年間12万円の範囲内で適正な支出と認め、これを超える158,601円は目的外支出と認める。ガソリンは、本件監査基準に照らし1/4を超える26,025円を目的外支出と認める。行政調査は内容につき不明のため、目的外支出と認める。

　(2)　広報費　157,120円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	新聞発行経費
	10,500
	新聞印刷代

	交通経費
	115,570
	ガソリン代

	送料費
	1,000
	はがき代

	交通経費
	960
	駐車料金

	交通経費
	1,400
	高速代

	広報紙発行経費
	27,300
	広報紙印刷代

	送料
	390
	郵便料金


ウ　調査結果

　　　　ガソリン代115,570円は、1/4を超える86,678円を目的外支出とする。調査研究費で12万円枠をみたしているので、駐車料金960円及び高速代1,400円は全て目的外支出と認められる。その他の支出は適正と認められる。

　(3)　事務所費　1,892,539円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	600,000
	

	駐車場賃貸料
	420,000
	

	光熱費
	432,958
	

	プリンターインク代
	6,615
	

	ホームページ更新費
	94,500
	

	パソコン部品
	23,466
	

	ホームページ作成費
	315,000
	                       


ウ　調査結果

　　　　賃貸料600,000円は平成１６年度同様目的外支出と認められる。その他は適正な支出である。

　(4)　事務費　1,992,433円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費　携帯代
	114,216
	

	通信費　電話・ファックス
	91,261
	

	電話機リース料
	37,800
	

	コピー機リース料
	57,960
	

	自動車リース料
	448,560
	

	ﾕﾆﾏｯﾄｵﾌｨｽｺ　リース料
	78,750
	

	ダスキンマットリース料
	41,580
	

	ＮＨＫ放送受信料
	13,320
	

	事務用品
	300,149
	

	印刷代
	386,414
	

	切手代
	400,000
	

	修理代
	5,670
	エアコン

	ＫＤＤＩ電話代
	2,922
	

	灯油代
	9,220
	

	交通費
	4,615
	


ウ　調査結果

　　　　携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超えた85,662円は目的外支出と認める。自動車リース料は1/2を超える224,280円を目的外支出と認める。事務用品は本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超える180,149円は目的外支出と認める。その他の支出は適正な支出と認める。

　(5)　人件費　1,020,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,020,000
	　


ウ　調査結果

　　前年度と変化なく、全額適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、244,610円、広報費のうち、89,038円、事務所費のうち、600,000円、事務費のうち、490,091円の合計1,423,739円が目的外支出である。

64　議員６４
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　404,027円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	会派海外視察
	64,729
	スペイン（７泊８日）旅費、宿泊費他

	　　〃
	2,548
	　　〃　タクシー代

	　　〃
	5,592
	　　〃　記録写真代

	○○議連訪韓
	68,600
	ソウル（２泊３日）

	　　〃
	2,940
	　　〃　タクシー代

	　　〃
	14,042
	　　〃　記録写真代

	ハンセン病調査
	4,690
	岡山県長島愛生園交通費

	　　〃
	1,661
	　　〃　記録写真代

	国会視察
	721
	インスタントカメラ代

	第２名神議連会費
	14,000
	第２名神高速道路促進議員連盟会費

	超党派議員視察
	50,400
	宮崎県（１泊２日）旅費、宿泊費他

	管外視察
	40,698
	前橋市視察旅費、宿泊費他

	　　〃
	7,406
	　　〃　記録写真代

	行政視察等会費
	126,000
	○○議員団年会費


ウ　調査結果

1． 　スペイン視察72,869円は会派で行い、福祉や環境などの先例的事例の調査であり、報告書も出されており、按分もされており、適正な支出と認められる。

2． 　○○議連訪韓85,582円はもっぱら親善目的であり、報告書もなく、目的外支出である。

3． 　宮崎県１泊２日は府の観光行政の参考とする目的との抽象的な説明のみで具体的な視察場所等の説明はないが、関連性が全くないとも認められないので、諸費用72,000円の1/2の36,000円を超える14,400円は目的外支出である。

4． 　前橋市視察48,104円はシャッター商店街の改善に取り組んでおり、その視察とのことであるので、一応適正な支出と認められる。 

5． 　○○議員団は社員である議員で組織しているとのことであるが、調査研究を目的とする団体とは認められず、議員としての交際の範囲内であり、年会費126,000円全額が目的外支出である。

6． 　その他の支出は適正と認められる。

　

(2)　広報費　674,011円

　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	400,575
	広報紙印刷代

	広報紙発行経費
	38,434
	広報紙折込代

	広報紙発行経費
	29,912
	ポスティング代

	通信費
	205,090
	ＪＣＯＭ、ＲＫＳ料


ウ　調査結果

　　　　府政レポートを２回平均５万部発行し、その印刷費と配布料、インターネット接続料等であり、7/10で按分されていて、いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,420,778円

　　ア　　請求人の主張

　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（事務所家賃）
	749,700
	　

	駐車場代
	100,800
	　

	自動車購入、諸税他
	125,636
	　

	コピー・ＦＡＸレンタル代
	141,120
	　

	パソコンメンテナンス代
	210,000
	　

	光熱水費
	93,522
	　


ウ　調査結果

　　ｲ．　事務所は賃料月額89,250円で賃借しており、契約書、毎月の振込書もあり、7/10を計上しており適正な支出と認められる。

ﾛ．　駐車場代は来客専用で１ヶ月12,000円で３ヶ月毎に支払われており、適正な支出である。

ﾊ．　自動車税39,500円、車検諸費用139,980円合計179,480円のうち7/10で計上されている125,636円は目的外支出である。

ﾆ．　その余の支出は適正と認められる。

(4)　事務費 936,333円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	カー用品
	21,426
	609

	ケイタイイヤホン
	522
	745

	ケイタイショップ
	2,793
	3,990

	ケイタイショップ
	2,793
	3,990

	ケイタイ電話料金
	148,189
	211,699

	ＫＤＤＩ
	420
	600

	ＭＩＤＯＲＩ
	9,282
	13,260

	ＮＨＫ受信料
	10,437
	14,910

	ＮＴＴ電話料
	83,805
	119,722

	後納郵便料金
	7,637
	10,910

	サニクリーン○○
	10,290
	14,700

	マット
	34,398
	49140

	電器店
	21,315
	30,450

	パソコン
	100,695
	143,850

	文具店
	24,129
	34,470

	箕面桜郵便局
	938
	1,340

	箕面西小路郵便局
	539
	770

	箕面西小路郵便局（年賀状）
	91,000
	130,000

	箕面郵便局
	1,217
	1,738

	コンビニ、スーパー等
	　364,508
	12,556


ウ　調査結果

ｲ．　自動車用品の合計21,426円は目的外支出である。

ﾛ．　事務費と明確に認められるのは、電話料金238,522円、ＮＨＫ受信料10,437円、ＭＩＤＯＲＩ9,282円、郵便局関係101,331円、電器店122,010円、サニークリーン○○10,290円、マット34,398円、文房具店24,129円の550,399円である。

ﾊ．　936,333円のうちｲ．ﾛ．を除く364,508円は、購入先がコンビニ、スーパー等種々雑多であり、詳細不明であるので、本件監査基準により１２万円を超える244,508円が目的外支出である。

　(5)　人件費　1,051,820円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	681,625
	　

	　〃　
	25,725
	　

	　〃　
	344,470
	　


ウ　調査結果

　　　　３名を雇用しており、毎月の領収証もあり、按分もされていて適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち225,982円、事務所費のうち125,636円、事務費のうち265,934円の合計617,552円が目的外支出である。 

平成１７年度

(1)　調査研究費　340,781円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ 使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	○○議連海外視察（4/12～4/16）
	168,000
	中国上海他旅費、宿泊費等

	　　〃
	5,600
	保険料

	管外視察(6/14)
	3,010
	住之江競艇場視察

	管外視察(6/30～7/1)
	12,544
	白浜視察（１泊２日交通費、宿泊費）

	管外視察(7/12)
	3,010
	R１７３視察

	視察記録
	812
	写真代

	管外視察(7/29～7/30)
	17,500
	湯布院視察

	管外視察(11/28)
	4,305
	京都視察

	行政視察等会費
	126,000
	○○議員団年会費


ウ　調査結果

　　ｲ．　○○議連による中国上海視察173,600円は、旅程表によると親善が主な目的であり、政務調査活動との関係が不明で目的外支出である。

ﾛ．　白浜視察12,544円は視察内容が明らかではなく、目的外支出である。

ﾊ．　湯布院視察17,500円、京都視察4,305円も大阪府の観光行政の参考とする目的だけで、視察目的、内容が具体的、明らかではなく、目的外支出である。

22． ○○議員団年会費126,000円は平成１６年度と同様目的外支出である。

ﾎ．　その余の支出は適正と認められる。  

(2)　広報費　408,816円

ア 請求人の主張

　 　 議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　 イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	2,149
	郵便代

	広報紙発行経費
	125,619
	新聞折込代

	広報紙発行経費
	48,510
	ポスティング料

	通信費
	232,538
	ＪＣＯＭ、ＲＫＳ料


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様の支出であり、7/10で按分されていて、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,719,915円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（事務所家賃）
	749,700
	　

	駐車場代
	100,800
	　

	自動車諸税、備品購入
	103,869
	　

	　〃　リース代（７月～３月）
	315,000
	　

	コピー・ＦＡＸレンタル代
	141,120
	　

	パソコンメンテナンス代
	210,000
	　

	光熱水費
	99,426
	　


ウ　調査結果

　　ｲ．　７月から自動車を月額50,000円でリースしており、リース料を7/10で按分しているが、不適切とまでは言えない。

ﾛ．　自動車税35,900円、自動車備品購入108,885円のそれぞれ7/10である103,869円は目的外支出である。

ﾊ．　その余は平成１６年度と同様に適正な支出と認められる。　

　　(4)　事務費　955,802円

　ア　請求人の主張

　　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	スーパーコンビニ等
	289,333
	10,773

	事務用品店
	69,825
	99,750

	文具店
	18,442
	26,345

	マット
	34,398
	49,140

	ＮＴＴ電話料
	75,478
	107,826

	後納郵便料金
	8,449
	12,070

	ＫＤＤＩ料金
	121,510
	173,586

	文具店
	3,410
	4,871

	NHK
	10,437
	14,910

	電気店
	69,860
	99,800

	サイクル○○
	15,032
	21,474

	電気店
	105,840
	151,200

	○○販売
	12,110
	17,300

	○○オートガラス
	22,050
	31,500

	オート○○
	31,998
	45,712

	○○教育
	12,863
	18,375

	箕面西小路郵便局
	8,386
	11,980

	箕面桜郵便局
	3,465
	4,950

	電気店
	15,183
	21,690

	サニクリーン○○
	19,845
	28,350

	箕面郵便局
	2,723
	3,890

	箕面交通安全協会
	4,060
	5,800

	事務用品店
	1,105
	1,579


ウ　調査結果

　　ｲ.　平成１６年度と同様明確に事務費と認められるのは、事務用品店69,82５円、 文具店18,442円、マット34,398円、電話代196,988円、文具店3,410円、郵便局関係23,023円、ＮＨＫ10,437円、電気店69,860円、電気店105,840円、○○教育12,863円、電気店15,183円、サニクリーン○○19,845円、事務用品店1,105円の合計581,219円である。

　　ﾛ.　○○販売12,110円、○○オートガラス22,050円、オート○○31,998円、箕面交通安全協会4,060円、サイクル○○15,032円の合計85,250円が目的外支出である。

ﾊ.　スーパーコンビニ等289,333円は、詳細不明であるので、本件監査基準により、120,000円を超える169,333円が目的外支出である。

　(5)　人件費　1,000,510円

　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	748,160
	　

	　〃　
	252,350
	　


ウ　調査結果

　平成１６年度と同様適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち333,949円、事務所費のうち103,869円、事務費のうち254,583円、合計692,401円が目的外支出である。

65　議員６５

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　132,980円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出　　　　　　　を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費 9/25
	28,500
	東京都

	　　〃             10/28
	28,500
	　　〃

	　　〃             11/14
	75,980
	　　〃


ウ　調査結果

　　　　いずれも大学教授とタイアップしてIT関係の大学院大学を府下に設立する教育目的の調査のために東京に出張した旅費であり、1回28,500円は相当と認められるが、75,980　円については合理的な説明がなく、28,500円を超える部分47,480円は目的外支出であると認められた。

　(2)　広報費　109,330円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ作成費
	87,465
	　

	　　〃
	3,255
	　

	　　〃
	5,460
	　

	広告料
	10,000
	　

	　　〃
	3,150
	　


ウ　調査結果

　　　　ホームページ作成費はいずれも適正な支出であると認められるが、広告料のうち10,000円は詳細不明であり、3,150円は駅前の地図に事務所を記載してもらう費用であり、いずれも広報費の使途基準に照らし適正な支出とは認められなかった。

　(3)　事務所費　1,957,321円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,884,000
	　

	光熱水費
	73,321
	　


ウ　調査結果

　　　　1ヵ月157,000円で賃貸しており、領収証も提出されている。後援会と兼用しており、1/2を超える942,000円は目的外支出である。光熱水費は按分されており、適正と認められた。

　(4)　事務費　756,135円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代・１２ヶ月分）
	183,421
	　

	通信費（郵券）
	228,985
	　

	備品購入代
	17,842
	　

	事務用品（コピートナー・用紙等）購入代
	128,756
	　

	事務用品（パソコン）購入代
	197,131
	　


ウ　調査結果

　　　　事務費は全て適正な支出と認められた。

　

　(5)　人件費　2,517,300円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動・後援会活動）
	2,500,000
	　

	サービスセンター会費
	17,300
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は2名いる。20年位務めている事務員に対する給与（月額20万円と賞与5万円×２）を支出している。受取書はないが、勤務実態が認められ、適正な支出と認められた。サービスセンター会費は事務員の福利厚生費用であり、適正な支出と認められた。

　(6)　小括
　　　調査研究費のうち47,480円、広報費のうち13,150円、事務所費のうち942,000円の合計1,002,630円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費　43,600円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ更新料
	10,605
	　

	フィルム現像料
	2,335
	　

	ホームページ更新料
	5,250
	　

	　　〃
	5,355
	　

	　　〃
	7,350
	　

	広報紙折り代
	12,705
	　


ウ　調査結果

　　　　広報紙折り代は平成18年2月1日に自由民主党大阪府議会議員団から支給を受けた府議団だより1万部の折り代であり、適正な支出と認められた。その他の支出も全て適正と認められた。

　(3)　事務所費　2,362,496円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,884,000
	　

	光熱水費
	72,949
	　

	事務所備品購入代
	118,146
	　

	　　〃
	63,420
	　

	　　〃
	106,534
	　

	　　〃
	117,447
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様賃料1,884,000円のうち後援会と兼用しているため、1/2を超える942,000円は目的外支出である。備品購入代のうち106,534円は防犯上ドアホンを設置したもので適正な支出である。118,146円は本棚、63,420円は会議用椅子であり、いずれも領収証の宛名が議員６５後援会となっている。従って、支払額から按分した残金である23,204円、11,080円の限度で適正であり、その余の147,282円は目的外支出である。117,447円は会議用机であり、按分率に疑問はあるが、不適正とまでは言えない。

　(4)　事務費　388,769円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代・１２ヶ月分）
	182,793
	　

	通信費（郵券１２ヶ月分）
	81,387
	　

	備品購入代（１２ヶ月分）
	36,900
	　

	事務用品（用紙・文具等）購入代
	28,900
	　

	　　〃　　（ＯＡ・ＰＣ周辺機器）購入代
	30,500
	　

	　　〃　　（用紙・文具等）購入代
	28,289
	　


ウ　調査結果

　　　　いずれも按分比がまちまちではあるが、不合理で不相当であるとは言えない。

　(5)　人件費　2,656,800円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動・後援会活動）
	2,640,000
	　

	サービスセンター会費
	16,800
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様の支出内容であり、事務員の給与が月額22万円に改定された。按分比に疑問はあるが、不適正とまでは言えない。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち1,089,282円が目的外支出である。

66　議員６６

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　658,229円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査費
	450,000
	ハワイ州　他

	　　〃
	15,099
	ホテル

	　　〃
	193,130
	タクシー代　他


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ハワイ州他管外調査費は、○○議員連盟有志の視察として、安全保障調査のため海兵隊基地やイージス艦等を視察したというものである。現地で3泊したが観光は一切ないとのことであるが、日程表を見ると真珠湾は訪問しているが、その他はハナウマ湾見学、カハラショッピングモール見学、アトランティスサブマリン（デラックス）、えひめ丸献花、懇親会、その後は終日自由行動となっていて、政務調査目的の視察と認めるのは困難である。従って、45万円は全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　ホテルでの宿泊は陳情のための上京ということであり、政務調査との関連性は疑問であり、目的外支出である。

　　　ﾊ.　タクシー代他193,130円は詳細不明であり、本件基準により12万円を超える73,130円は目的外支出である。

　(2)　広報費　999,779円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　　１０／８
	367,500
	広報紙作成の為の調査基本プラン

	　　〃　　１１／２４
	173,873
	広報紙折込料

	　　〃　　１１／２５
	325,500
	広報紙印刷代

	　　〃　　１２／２７
	132,906
	　　〃


ウ　調査結果

　　　ｲ.　広報紙作成のための調査基本プラン作成及び印刷の一部325,500円をロビイストジャパンに委託しており、領収証もあり、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　広報紙折込料及び印刷代132,906円も領収証があり、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　720,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	会計事務所の中に事務所がある為、共通経費分を会計事務所の雑収入として計上、申告
月額１００，０００円
	720,000
	　


ウ　調査結果

　　　　120坪の敷地内に2階建て自宅と40坪の平家建事務所がある。事務所は会計事務所、後援会事務所と兼用されており、電気、水道、ガスは自宅とはメーターが別になっているが、3用途の区別はされていない。また、通信費、コピー代も共用となっている。従って、自己所有建物の使用として本件基準により、維持管理費として電気、水道、光熱費を適正に負担する限度で適正な支出である。これら経費の合計額は2,192,254円であるところ、税理士収入と議員給与を合算して割り振ると年額400,494円となるが、これを後援会部分と６対４で割り振ると240,296円が適正な支出であり、これを超える479,704円は目的外支出である。

　(4)　事務費　915,455円

ア　請求人の主張

　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	資料用カメラ（Ｈ１７．１盗難）
	125,139
	　

	ノートパソコン、
	198,000
	　

	政務調査用車両、自損事故、修理代
	139,570
	　

	資料用カメラ（カードで支払）
	221,550
	　

	その他諸経費
	231,196
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　本件基準により、車両修理代139,570円は全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他諸経費は本件基準により12万円を超える111,196円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　カメラについては高額になっており、疑問はあるが、不適正とまでは言えない。

　(5)　人件費　2,520,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	1,800,000
	　

	アルバイト（政務調査活動、後援会活動）
	720,000
	　


ウ　調査結果

　　　　1名を専従、2名をアルバイトで雇用しており、源泉徴収票、毎月の領収証も提出されていて、6/10で按分されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括　

　　　調査研究費のうち538,229円、事務所費のうち479,704円、事務費のうち250,766円の合計1,268,699円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　420,800円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象たした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　６／１３～６／１５
	108,000
	高山市２泊、市町村合併の現状
交通費３０，１８０
宿泊費３６，０００
タクシー他雑費４１，８２０

	タクシー代他
	312,800
	政務調査にかかるタクシーは議会チケットにて報酬より引き落とし。その他のタクシー代は別のチケットないし現金支払


ウ　調査結果

　　　ｲ.　高山市への視察は、市町村の合併視察と述べるが、実際は病気から回復して外出先として知人が経営する高山市の旅館を訪れたものと認められ、主として療養目的であり、108,000円全額が目的外支出である。

　　　ﾛ.　タクシー代他は詳細不明であり、本件基準により、312,800円のうち12万円をこえる192,800円は目的外支出である。　　　

　(2)　広報費　1,024,758円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	1,024,758
	


ウ　調査結果

適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,200,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	会計事務所の中に事務所がある為、共通経費分を会計事務所の雑収入として計上、申告
今年度より月額１５０，０００円
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、維持管理費2,339,674円を各収入に応じて按分すると事務所部分の支出は453,460円であるから、その6/10は272,076円であり、これを超える927,924円は目的外支出である。

　

　(4)　事務費　431,903円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電子辞書（カード支払）
	47,080
	　

	郵便局（広報紙が４，０００枚程あまった為郵送費用）
	280,000
	　

	その他諸経費
	104,823
	　


ウ　調査結果

　　　　いずれも不適正とまでは言えない。

　(5)　人件費　2,520,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	1,800,000
	　

	アルバイト（政務調査活動、後援会活動）
	720,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち300,800円、事務所費のうち927,924円の合計1,228,724円が目的外支出である。

67　議員６７
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　357,299円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン代
	102,502
	　

	交通費（タクシー代等）
	81,297
	　

	交通費　車借り上げ
	56,000
	1日7,000円、8日分

	○○道路建設推進議員連盟　会費
	20,000
	　

	○○道路建設推進議員連盟　会費
	20,000
	　

	調査研究報告書作成補助（4/9）
	60,000
	　

	教育フォーラム　参加費（11/13）
	7,000
	　

	独立行政法人化問題　参加費（12/13）
	7,000
	　

	○○市人権を考える会　参加費（1/28）
	3,500
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代102,502円は146,430円を70％で按分したものであるが、後援会もあるので、本件基準により102,502円から146,430円の1/4である36,607円を引いた65,895円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　タクシー他の交通費の合計81,297円は詳細不明であり、本件基準による12万円の範囲で、適正な支出である。

　　　ﾊ.　交通費の車借り上げは、必要な都度ガソリン代込みで1日1万円の約束で9時ころから夕方まで借りており、その70％を按分しており、日当としても適正な支出と思われる。

　　　ﾆ.　調査研究報告書作成補助は4～5日かけて作成、編集作業を依頼しており、領収証もあり、適正な支出と認められる。

　　　ﾎ.　その他の会費、参加費は、按分されているものもあり、いずれも適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　2,107,176円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ＨＰ委託
	220,710
	　

	印刷代
	805,428
	　

	通信費
	16,668
	　

	広報紙郵送費　
	995,306
	　

	メール便
	19,416
	　

	配布料
	36,450
	　

	編集作業費
	13,200
	　


ウ　調査結果

　　　　広報紙は8ページ中、6ページを議会活動、2ページを後援会活動にしているので、ほぼ70％を按分しており、全て編集、印刷、配布に係る費用であり、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,167,170円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガス代
	12,610
	　

	ガレージ代
	226,800
	　

	事務所・修繕費
	19,698
	　

	事務所管理費　ＧＷ期間中
	60,000
	　

	事務所管理費　事務員休暇の為 （1/16）
	60,000
	　

	事務所修理部品　嵌め込み戸車
	1,441
	　

	事務所備品　ストーブ
	12,880
	　

	事務所模様替え　不用物廃棄等
	30,000
	　

	水道代
	11,132
	　

	駐車代　枚方公園駅前
	140
	　

	電気代 
	33,035
	　

	電話代 
	189,558
	　

	灯油代 
	5,880
	　

	土地代
	504,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　土地は年間72万円で賃借し、4月、10月の2回払いであり、後援会と7/10に按分しており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　ガレージは2台（10,000円と17,000円）借りており、70％を按分しているが、来客兼用としても1/2の162,000円が適正であり、これを超える64,800円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　ゴールデンウィーク、年始休暇中のアルバイトは1日1万円を支払っており、不適切とは言えない。

　　　ﾆ.　電話代、電気代、水道代、ガス代、灯油代、駐車代、修繕費は全て70％で按分されており、不合理とはいえない。

　(4)　事務費　468,892円
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ＣＤ－Ｒメディア他　
	19,075
	　

	紙折り機　修理代　ライオン事務機 
	8,897
	　

	コーヒー代
	18,910
	　

	消耗品費（お茶）
	42,764
	　

	デジカメ　
	30,491
	　

	パソコン購入等　 
	135,738
	　

	備品費
	49,908
	　

	電話代 
	59,960
	　

	その他
	103,150
	


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容は468,893円であるが、収支報告書には468,892円が計上されている。事務費も全て70％に按分されており、各項目の金額に照らし、いずれも適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,247,720円
ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	給与　事務員ア 
	650,000
	　

	給与　事務員イ 
	580,000
	　

	アルバイト　8/12-8/14（内　実費220）
	17,720
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員のうち1人は常勤(月額5万円)、1人は非常勤(月額3万円+1日につき5,000円)であり、8月のお盆にはアルバイト1名に来てもらった。按分されており、領収証もあり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち、65,895円、事務所費のうち64,800円の合計130,695円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　139,554円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン代
	99,554
	　

	○○建設促進議員連盟　会費
	20,000
	　

	○○道路建設推進議員連盟　会費
	20,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代99,554円は平成16年度と同様1/4を超える74,665円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　会費2件はいずれも適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　2,757,556円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙印刷費
	794,675
	　

	広報紙発送費
	1,119,702
	　

	通信費
	35,085
	　

	配布料
	42,750
	　

	発送作業費　2000*15名 7/8
	21,000
	　

	発送費　ダイレクトEXP
	334,740
	　

	編集作業費
	56,804
	　

	CCNET（ＨＰ委託）
	352,800
	　


ウ　調査結果

　　　　領収証もあり、65％～70％で按分されており、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,063,675円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガス代
	15,106
	　

	ガレージ代
	289,800
	　

	事務所管理費　GW
	14,700
	　

	事務所修繕費
	8,922
	　

	水道代
	16,998
	　

	電気代
	97,869
	　

	電話代
	106,060
	　

	灯油代
	10,220
	　

	土地代
	504,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガレージ代は7月から3台1ヵ月37,000円となっており、70％で按分されているが、平成16年度と同様1/2である207,000円を超える82,800円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支出はいずれも按分されており、適正と認められる。

　(4)　事務費　608,051円
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピー代
	67,021
	　

	コーヒー代
	26,761
	　

	事務所備品費　紙折り機
	263,130
	　

	事務所備品費　デスク等
	41,500
	　

	修理費　印刷機
	22,050
	　

	薬
	2,737
	　

	茶
	25,690
	　

	茶菓
	4,886
	　

	電話代
	72,145
	　

	灯油代
	4,480
	　

	備品代　プリンターア、イ
	19,057
	　

	文具費
	52,015
	　

	その他
	6,579
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　薬2,737円は本件監査基準により目的外支出である。

　　　ﾛ.　その余の支出はいずれも按分されており、その金額に照らしても相当な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,285,000円
ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	給与　事務員ア
	560,000
	　

	給与　事務員イ 
	725,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち74,665円、事務所費のうち82,800円、事務費のうち2,737円の合計160,202円が目的外支出である。 

68　議員６８
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　275,448円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費(年間)
	170,448
	交通費、駐車場代等

	〃         11/1
	105,000
	○○議員連盟訪韓


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費（年間）170,448円は詳細不明のため、本件監査基準に照らし、年間12万円の限度で適正と認め、それを超過した50,448円は目的外支出と認める。管外調査旅費11/1は、親善目的の訪韓であり、全額目的外支出と認める。

　(2)　広報費　300,232円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌
	300,232
	　


ウ　調査結果

　　　　広報誌「○○ニュース」を議会終了後に、年4～5回作成し配布している。B4両面印刷で、議会報告の記事が中心で、後援会は活動がなく記事は載せていない。適正な支出と認められた。

　(3)　事務所費　1,527,750円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,320,000
	                       

	駐車場代
	192,000
	

	臨時駐車場代
	4,200
	

	備品(整理棚)
	11,550
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は賃貸で、後援会事務所は兼ねていない。契約書が存在し、支払いの実態もあり適正な支出である。駐車場は事務所の向いに借りており、議員の使用だけでなく来客用も兼ねているとのことなので、1/2の範囲で適正と認め、それを超える96,000円を目的外支出と認める。臨時駐車場代及び備品(整理棚)は、金額も考慮し不合理な支出とまではいえない。

　(4)　事務費　2,239,252円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	71,569
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	259,885   
	

	光熱水費(年間)
	224,997
	

	TV受信料(年間)
	73,248
	

	パソコン通信料(年間)
	120,378
	

	交通費(地下鉄、カード等)
	170,010
	

	ガソリン代
	35,028
	

	新幹線代、宿泊費
	132,060
	

	事務用品
	405,827
	

	印刷代
	746,250
	


ウ　調査結果

　　　　携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超える129,942円を目的外支出と認める。交通費170,010円は、年間12万円までを相当とするもので、管外調査旅費ですでに12万円を相当と認めているので、本支出は全額目的外支出と認める。ガソリン代35,028円については、1/4を超える26,271円を目的以外支出と認める。新幹線代及び宿泊代132,060円は、DVの民間シェルターを視察したり、アレルギー対策のため病院へ視察に行ったりした際の交通・宿泊費で、適正なものと認められる。事務用品405,827円のうち、議会手帳28,000円及び年賀状47,500円は目的外支出である。残額330,327円のうち、本件監査基準に照らし年間12万円を超える210,327円は目的外支出と認められる。印刷代746,250円のうちに、名刺178,500円は目的外支出である。

　(5)　人件費　1,350,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	1,350,000
	　


ウ　調査結果

　　事務員一人を時給制で採用している。政務調査活動に当たらせているとの説明があり、全額適正と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、155,448円、事務所費のうち、96,000円、事務費のうち、790,550円の合計1,041,998円が目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　184,731円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	旅費(高速、タクシー等)(年間)
	48,123
	

	女性議員会、調査6/4
	37,380
	

	議員研修、調査9/17
	43,680
	

	女性研修、調査2/15
	48,408
	

	セミナー資料
	7,140
	


ウ　調査結果

　　　　旅費(高速等)48,123円は、本件監査基準に照らして年間12万円の範囲内にあり、全額適正な支出と認める。その他も東京往復費用等であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　179,450円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌郵送料、はがき代
	52,440
	　

	広報誌印刷代
	127,010
	


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と変化なく、全額適正と認められる。

　(3)　事務所費　1,549,800円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,320,000
	                       

	駐車場代
	192,000
	

	臨時駐車場代
	37,800
	


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、駐車場代のうち、96,000円を目的外支出と認める。

　(4)　事務費　2,295,162円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	140,750
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	327,475   
	

	光熱水費(年間)
	248,955
	

	TV受信料
	73,248
	

	パソコン通信料
	121,695
	

	交通費
	272,740
	

	ガソリン代
	64,407
	

	新幹線代
	74,760
	

	事務用品
	311,448
	

	印刷代
	659,684
	


ウ　調査結果

　　　　携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超える163,737円を目的外支出と認める。交通費272,740円は12万円から調査研究費で認めた48,123円を差引いた71,877円を超えた200,863円は目的外支出と認める。ガソリン代64,407円は、1/4を超える48,305円を目的外支出と認める。新幹線代は適正である。事務用品311,448円のうち、府政ノート10,800円、議会手帳21,000円、事務所に飾る絵画11,340円は目的外支出と認め、残額268,308円は詳細不明であるので、本件監査基準に照らし年間12万円までを適正支出と認め、これを超える148,308円は目的外支出とする。

　(5)　人件費　1,339,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	1,339,000
	　


ウ　調査結果

　　平成16年度と変化なく、全額適正と認められる。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち、96,000円、事務費のうち604,353円の合計700,353円が目的外支出である。

69　議員６９
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　1,336,529円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	1,100,600
	

	海外調査旅費　２件
	198,181
	ハワイ州視察、欧州視察

	管外調査旅費
	37,748
	


ウ　調査結果

　　　　調査委託費1,100,600円及び管外調査旅費37,748円は、関連が認められず、目的外支出である。海外調査旅費（２件）198,181円のうち150,000円はハワイ州視察費用300,000円を1/2で按分計上したものであるが、視察内容に照らし、目的外支出である。海外調査旅費（２件）198,181円のうち48,181円は欧州視察の費用96,363円を1/2で按分計上したものであるが、視察内容に鑑み、この分は適正と認める。

　　　　したがって、1,288,348円は目的外支出である。

　(2)　広報費　433,280円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　
	　433,280
	


　　ウ　調査結果

詳細不明とのことであり、目的外支出である。

　(3)　事務所費　825,992円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	地代
	607,200
	総額1,214,400円

	光熱水費（電気代）
	128,789
	総額426,123円

	〃（水道代）
	10,629
	総額42,517円

	固定資産税
	19,750
	総額79,000円

	詳細不明分
	59,624
	　


ウ　調査結果

借地上の自己所有建物に事務所をおいており、後援会事務所を兼ねているところ、地代及び光熱水費（電気代・水道代）は、いずれも、按分となっており、適正である。固定資産税19,750円及び詳細不明分59,624円は、目的外支出である。

　　　　したがって、79,374円が目的外支出である。

　(4)　事務費　447,523円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料（コピー機）
	97,650
	195,300円

	〃（自動車）
	268,500
	総額1,074,000円

	通信費
	81,373
	詳細不明分


ウ　調査結果

リース料は、いずれも、資料に基づく、説明がなされておらず、目的外支出である。通信費も詳細不明とのことであり、目的外支出である。

したがって、全額の447,523円が目的外支出となる。

　(5)　人件費　1,260,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	480,000
	総支給額９６万円　

	日当（詳細不明分）
	780,000
	


ウ　調査結果

事務員は、政務調査活動と後援会活動を兼務していたとのことで、1/2の按分計上となっており、適正と認める。日当分780,000円は詳細不明であり、目的外支出である。

(7) 小括

調査研究費1,288,348円、広報費433,280円、事務所費のうち79,374円及び事務費のうち447,523円、人件費のうち780,000円の合計3,028,525円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　1,724,114円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	800,000
	

	管外調査旅費
	924,114
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも、関連が認められず、全額1,724,114円が目的外支出である。

　(2)　広報費　455,324円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　
	　455,324
	


ウ　調査結果

詳細不明とのことであり、目的外支出である。

　(3)　事務所費　825,003円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（地代）
	607,200
	総額1,214,400円

	光熱水費（電気代）
	102,514
	総額426,123円

	〃（水道代）
	9,670
	総額42,517円

	固定資産税
	19,750
	総額79,000円

	詳細不明分
	85,869
	　


ウ　調査結果

平成１６年度と同様、地代及び光熱水費（電気代・水道代）は、いずれも、按分となっており、適正であるが、固定資産税19,750円及び詳細不明分59,624円は、目的外支出である。

したがって、79,374円が目的外支出である。

　(4)　事務費　474,323円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料（コピー機）
	97,650
	総額195,300円

	〃（自動車）
	268,500
	総額1,074,000円

	通信費
	108,173
	詳細不明分


ウ　調査結果

リース料は、いずれも、資料に基づく、説明がなされず、目的外支出である。通信費も詳細不明とのことであり、目的外支出である。

したがって、全額の474,323円が目的外支出となる。

　(5)　人件費　1,260,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	480,000
	総額９６万円　

	日当（詳細不明分）
	780,000
	


ウ　調査結果

　　事務員480,000円は、平成１６年度と同様、1/2の按分計上となっており、適正と認める。日当分780,000円は詳細不明であり、目的外支出である。

(6)　小括

調査研究費1,724,114円、広報費455,324円、事務所費のうち79,374円、事務費474,323円及び人件費780,000円の合計3,513,135円が目的外支出である。

